
長野県松くい虫防除対策協議会設置要領  
 

 

（目的） 

第１ 松くい虫被害のまん延の未然防止と、防除対策を適正かつ円滑に実施し、関係者

との連絡調整を図り、松林の保護育成を総合的に推進するため、長野県松くい虫防

除対策協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

 

（所掌事務） 

第２ 協議会においては、次の事項について連絡協議する。 

（１）松くい虫被害の予防と徹底防除の広報活動に関する事項 

（２）被害地からの松材移出入の自粛と被害材の有効利用に関する事項 

（３）健全な松林を育成する運動に関する事項 

（４）県実施計画の策定又は変更に関し必要と認めた事項 

（５）被害対策の計画的な実施に関し必要と認めた事項 

（６）特別防除の適正かつ円滑な実施に関し必要と認めた事項 

（７）その他必要と認める事項 

 

（構成） 

第３ 協議会は、次の関係機関及び公募により選任された委員（以下「公募委員」とい

う。）をもって構成する。 

中部森林管理局 

長野県市長会 

長野県町村会 

長野県森林組合連合会 

長野県林業経営者協会 

長野県農業協同組合中央会 

長野県木材協同組合連合会 

長野県建設業協会 

長野県建築士会 

長野県造園建設業協会 

長野県治山林道協会 

環境部 自然保護課 

農政部 農業技術課 

 園芸畜産課 

建設部 砂防課 

都市・まちづくり課  

県民文化部 文化振興課 

長野県林業総合センタ－ 

林務部 森林政策課 



    信州の木活用課 

    森林づくり推進課 

  協議会には、会長を置き、林務部長をもって充てる。 

 

（運営） 

第４ 協議会は、会長が招集する。 

  会議事項に応じて招集の範囲を調整することができる。 

  協議会の事務局は、森林づくり推進課に置く。 

 

（公募委員） 

第５ 公募委員は、次により公募に応じた者の中から選任することとする。 

（１）公募委員は、２名以内とする。 

（２）公募委員の任期は２年とし、公募への再応募を妨げないものとする。 

（３）公募委員は無報酬とし、必要な旅費を支給するものとする。 

（４）公募委員の選任は、公平な方法をもって会長が行うものとする。 

 

（その他） 

第６ この要領に定めるもののほか、協議会に必要な事項が生じた場合は、その都度協

議して定めるものとする。 

 

 

（沿革） 

昭和５６年 ６月１０日 設置 

昭和６２年 ４月 １日 変更 

昭和６３年 ４月 １日 変更 

平成 元年 ４月 １日 変更 

平成 ３年 ４月 １日 変更 

平成 ６年 ４月２６日 変更 

平成１１年 ４月 １日 変更 

平成１２年 ４月 １日 変更 

平成１３年１０月 １日 変更 

平成１６年 １月２９日 変更 

平成１７年 １月２５日 変更 

平成１８年１２月２７日 変更 

平成２０年 ４月 １日 変更 

平成２４年 １１月２９日 変更 

令和 ７年 １月１６日 変更 


